（様式第１号）
令和５年度 敦賀チャレンジ企業応援補助金（敦賀市中小企業活性化支援事業）
「設備投資等支援事業」　
事 業 計 画 書
令和　　年　　月　　日
敦賀商工会議所
会 頭　奥井　隆　殿
［申請者］
事業者名
代表者名
所 在 地
担当者名

　令和５年度　敦賀チャレンジ企業応援補助金（敦賀市中小企業活性化支援事業）「設備投資等支援事業」の交付を受けたいので、募集要領の内容を十分に理解した上で、下記５の添付書類を添えて、事業計画書を提出致します。

記
１　事業テーマ　※３０文字以内で記入して下さい
　　
２　事業実施期間　　　　　　　令和　　年　　月　　　～　　　令和　　年　　月

３　事業実施計画　　　　　　　別紙２、別紙３、別紙４のとおり

４　事業に要する経費

（１）事業費総額　【税込】　　　　　　　金　　　　　　　　　円

（２）補助対象経費額　【税抜】　　　　　金　　　　　　　　　円

（３）補助金申請額　【千円未満切捨て】　金　　　　　　　　　円

５　添付書類

（１）申請者の詳細（別紙１）

（２）事業実施計画（別紙２）
（３）補助事業に係る支出内訳及び資金調達・事業実施スケジュール（別紙３）

（４）中期経営計画（別紙４）
（５）設備導入予定の写真やパンフレット等（別紙５）
（６）購入設備の金額の根拠となるもの（見積書等）
（７）市税の全税目に係る納税証明書 ※法人の場合は会社の分と代表者個人の分が両方必要
（８）直近の貸借対照表及び損益計算書の写し【法人の場合】
（９）現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書【法人の場合】
（10）直近の確定申告書（第一表、第二表、収支内訳書［１・２面］）
又は、所得税青色申告決算書［１～４面］【個人の場合】
（11）創業して1年に満たない事業所においては、【個人の場合】開業届の写し
（別紙１）
申 請 者 の 詳 細
○組織概要
	事業所名
	
	代表者名
	
	年齢
	歳

	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	所在地
	
	創業年

（西暦）
	年

	企業沿革

(設立年月日等)
	
	業種
	

	
	
	資本金
	　　　　　　　　　　　千円

	
	
	常時雇用する従業員数（※）
	人

	売上等
	直近
創業して1年を満たない場合
　　　　　ヵ月分
	１期前
	２期前

	
	売上高
	千円
	千円
	千円

	
	当期純利益（所得金額）
	千円
	千円
	千円

	売上構成
	事業内容（取扱品目）
	売上シェア


	
	
	％

	
	
	％

	
	
	％

	後継者
（予定がある場合）
	氏名
	
	役職
	

	
	代表者
との関係
	
	年齢
	歳


※常時雇用する従業員数
法人の場合は役員、個人の場合は代表者と生計を一にしている三親等以内の親族、及びパート・アルバイト等の短時間労働者は除く。
（別紙２）
事業所名：
事業実施計画（設備投資等支援事業）
１　補助事業で取組む分野

（補助事業で取組む分野を選び、チェック☑を入れて下さい。※複数での取組み可能）

[ □ 生産性向上　　　□ 省力化　　　□ 技術開発　　　□ 新規事業 　　　□ 業態転換 ]
※業態転換に伴う補助率の拡充を希望される方は、業態転換にチェック☑を入れてください

２　補助事業の内容

（補助事業の具体的な実施内容・実施方法を記載して下さい。導入する設備の具体的な使用内容や、その設備がどのように生産性向上等に繋がるのか具体的に説明して下さい。必要に応じて、概略図や写真等の添付も可能です。）

３　業態転換の内容(業態転換に☑を入れた方のみご記入ください。)
（業態転換を行う方はどのような内容が業態転換となるか説明してください。）
４　補助事業の成果目標

（補助事業を行うことで、実際にどのような成果が見込まれるのか、数値目標も交えて記載して下さい。）

５　補助事業の市場性・優位性
（補助事業を行うことで、実際にどれほどの売上増加が見込まれるか。又、競合他社とどのように差別化を図るのか等、具体的に記載して下さい。）

６　補助事業の実施体制

（補助事業の推進にあたって、どのような実施体制で行うのか等具体的に記載して下さい。(例)社内体制や、外部との連携体制、役割分担等）

７　補助事業の成長性、持続性

（補助事業が期間終了後も持続的な発展・成長がどのように見込まれるか、具体的に記載して下さい。又、今後後継者の育成や事業承継の計画がある方は、それらの内容も含め具体的に記載して下さい。）

８　地域経済への波及効果
（補助事業を実施することにより生まれる、敦賀市の地域経済にどのように好影響を及ぼすことができるのか具体的に記載して下さい。）

※上記8項目について、必要に応じて適宜、ページを追加下さい。
（別紙３）
事業所名：
補助事業に係る支出内訳及び資金調達（設備投資等支援事業）
〇資金調達　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円）
	内訳
	金額 【税込】
	資金調達先

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	その他
	
	

	合　　計
	(A)
	


○支出内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	経費項目
	詳細内容
	経費内訳
（単価×数）
	金額
【税込】
	金額
（税抜）
	内、補助対象経費（税抜）
	補助金申請額
（補助率1/2）

	設備導入経費
（機械装置、工具、
器具備品等）
	
	
	
	
	
	

	委託料
（調査研究費、
資料作成費）
	
	
	
	
	
	

	広告宣伝費（販売促進費）
	
	
	
	
	
	

	技術開発に伴う
原材料費
	
	
	
	
	
	

	賃借料
	
	
	
	
	
	

	謝金
	
	
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	
	
	

	その他経費
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	(A)
	
	
	


※補助金申請額については、千円未満切り捨てとすること。
事 業 実 施 ス ケ ジ ュ ー ル

〇補助事業の具体的な実施内容・方法等・実施時期

	№
	実施項目名
	具体的な実施内容・方法等
	実施月

	
	
	
	月～

	
	
	
	月～

	
	
	
	月～

	
	
	
	月～

	
	
	
	月～

	
	
	
	月～


※補助事業の期間内で実施する内容を記入して下さい。
※実施月欄には令和５年８月以降（交付決定日）～令和５年１２月までの月を記入して下さい。
※資金調達と、支出内訳の　(A)　は、同一金額になるように記入して下さい。
（別紙４）事業所名：
〇中 期 経 営 計 画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	直近決算
（　年　月期）
	１年後
（　年　月期）
	２年後
（　年　月期）
	３年後
（　年　月期）

	①売上高
	
	
	
	

	㋐うち業態転換に伴う売上
※業態転換に該当する方のみ。
	
	
	
	

	㋑業態転換に伴う売上割合
※業態転換に該当する方のみ。
	
	％
	％
	％

	②営業利益
	
	
	
	

	③営業外損益
	
	
	
	

	④経常利益（②＋③）
	
	
	
	

	⑤人件費　※１
	
	
	
	

	⑥減価償却費
	
	
	
	

	⑦付加価値額（②+⑤+⑥）
	
	
	
	

	⑧労働者数（人）※２
	
	
	
	

	⑨労働生産性（⑦÷⑧）
	 eq \o\ac(○,A)
	
	
	

	⑩労働生産性 伸び率※３
（⑨の直近決算との対比）
	―
	％
	％
	％


（注意事項）

※１　⑤人件費には、役員報酬、給与、賞与、福利厚生費、退職金等の総額を記入して下さい。
※２　⑧労働者数には、役員・正規従業員・非正規従業員を問わず含めて下さい。
　　　　但し、年間で１日当りの就労時間が平均５時間未満の方は、０．５人でカウントして下さい。※３　労働生産性が年平均３％以上向上する計画であること。
	⑩各年度の「伸び率」＝
	
[image: image1]
	当該年度の⑨の数値
	－１
	
[image: image2]
	×１００（％）

	
	
	直近決算の⑨（＝ eq \o\ac(○,A)）
	
	
	


※４　創業して１年に満たない事業所においては、売上発生した月から申請日時点の売上を年換算で
　　　算定し、直近決算に記載すること。

○補助事業期間終了後の取組み計画
	実施時期
	計　画　内　容

	令和　　年　　月

	（中期（概ね３年間）の貴社の事業計画を記載して下さい。具体的には、現在の事業の継続予定、

従業員規模の見込み、後継者への事業引き継ぎの予定、新商品・サービスの販売予定、

新店舗出店の予定など、現在予定・計画している取組みを記載して下さい。）



（別紙５）
事業所名：

〇設備導入予定の写真や パンフレット 等
＜写真等＞
	


＜写真等＞

	


※写真等の枚数が多い場合等は、適宜、ページを追加下さい。



